闘　争　宣　言（案）
　3月11日に発生した、マグニチュード9.0という巨大地震により東北地方を中心に東日本の広域にわたって甚大な被害が発生し、多くの尊い命が奪われることになった。また、福島第一原子力発電所の爆発事故や今なお続く余震の発生などで予断を許さない状況が続いている。このような未曾有の災害の中、自治体労働者として「地域住民の命と生命を守る」と言う公共サービスを担う者として被災地の支援を行っていく必要がある。
このような厳しい情勢の中、自治労愛媛県本部は第16回中央委員会を開催し、2011春闘と当面する課題に取り組む方針を次の通り決定した。

　第１に、2011春季生活闘争の取り組みである。

　県本部は、2013年の労働基本権回復を見据えて、今春闘を「春闘元年」と位置づけて、取り組みを進めているところである。全国一般をはじめ春闘期に賃金を決定する単組とともに、「要求・交渉・妥結」のサイクルの確立をめざして、すべての単組が①要求書の提出及び交渉する、②交渉で確認した事項については協約を締結する、③交渉結果を組合員にリアルタイムで報告する職場集会の開催や機関誌の発行など、集中した取り組みを行うことを確認した。そして、未組織の臨時・非常勤等職員をはじめ、公共サービス民間労働者を含む全ての労働者の雇用・処遇・賃金改善に取り組む。また、ワーク・ライフ・バランスの実現や公共サービスの質と公正労働基準の確保のために公共サービス基本条例や公契約条例制定の取り組みをめざす。

　第２に、公務員制度改革・労働基本権付与の課題である。
　民主党の公務員制度改革PTが取りまとめた「自律的労使関係制度に関する改革素案」を国会に提出し、公務員制度改革に係わる国家公務員法、地方公務員法が審議されることになる。県本部は、春闘の取り組みの一環として、全単組において単組学習会を開催し､組合員1人ひとりがどうこの問題に対処するべきか問題点の共有を図る｡また、全国の自治労の仲間と連携し、政府に対して団体交渉と労働協約による賃金・労働条件を決定する制度設計を強く働きかける。

　第３に、組織拡大・強化の取り組みである。

　愛媛県本部は、組織拡大・強化が急務である。現在、組織担当専従役員を配置し､組織拡大に奮闘しているところである。今年４月には、2人の組織担当専従役員を配置し、今以上に拡大の取り組みを強化していく。

2013年の労働基本権回復により、管理職や臨時･非常勤職員を含めた２分の１以上を組合員として組織していることが、当局との交渉において有利に展開できることになる。公共サービス労働者の総結集をめざして、未加盟自治体職員、臨時・非常勤等職員、公共民間労働者などの自治労加盟を推進しなければならない。

　最後に、第17回統一自治体選挙（県議会選挙）必勝にむけた取り組みである。県本部は、今回4人の候補者の推薦を決定して取り組みを進めているところである。特に、新居浜選挙区においては、県本部組織内議員「石川みのる」が2期目の必勝をめざして闘っている。今回、新居浜選挙区は、県内でも有数の激戦区であり、厳しい選挙になることが予想されている。「石川みのる」は、この4年間、労働者・弱者の立場で運動を行ってきた。自治労県本部にはなくてはならない議員であることは言うまでもない。「石川みのる」の必勝にむけ、自治労愛媛県本部の組織の総力をあげてたたかおう。
以上宣言する。
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